
様　式　イ

平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

施策体系コード 5-3-1 事業名 創世交流拠点整備事業（創世1.1.1区再開発事業）

担 当 市民まちづくり局都市計画部都心まちづくり推進室都心まちづくり課　金編　℡211-2692

全　　体　　計　　画

事

業

内

容

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
H19　創世1.1.1区再開発基本計画策定
H20　創世1.1.1区北1西1街区再開発推進計画策定
H21　未定
H22　未定

　創世交流拠点においては、創成川通アンダーパス連続化事業
の施行に伴う地上部の再整備（親水緑地空間の創出）の検討を
進める一方、創世1.1.1区において、地権者による再開発の検討
が進められている。創世1.1.1区再開発では、多様な機能集積や
公共空間の面でこれまでにない新たな価値を創出し、都心の魅
力と賑わいを質的にも区域的にも拡大していくことを目的に、新
たなまちづくりを先導することを目指している。また、地下鉄東豊
線の建設に合わせて一部躯体を整備し、札幌振興公社が所有し
ている西２丁目線地下通路について、北１西１街区再開発検討と
併行して活用方策の検討を行い、都市計画決定に向けて基本計
画を策定する。
　事業年度：平成19年度～平成40年度
　事業内容：
　　　　・再開発基本計画・推進計画の策定
　　　　・西2丁目地下通路活用検討及び基本計画の策定
　　　　　（約 130ｍ）
　　　　・北1西1街区再開発事業（約 2.4ha）
　　　　・大通東1街区再開発事業（約 3.5ha）

平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
　再開発基本計画を策定することで、北1西1街区・大通東1街区
について、再開発の事業化に必要な施設建設物についての計
画を策定した。

○創世1.1.1区再開発基本計画策定

　創世1.1.1区の中でも特に検討の熟度の高い北1西1街区につ
いて再開発推進計画を策定し、具体的な事業計画や権利調整
計画についての検討を行った。また、北1西1街区への重要な動
線となる西2丁目地下通路について再開発ビルをはじめとする周
辺ビルと連携した整備の方向性について調査・検討を行った。

○創世1.1.1区北1西1街区再開発推進計画策定
○西2丁目線地下通路施設調査検討
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平 成 21 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 22 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
○北1西1街区事業化支援（2定補正）
　平成21年9月に再開発準備組合が設立された北1西1街区につ
いて、準備組合が行う具体的な施設計画、都市計画決定を行う
ための事業計画素案の検討に対して、再開発事業を促進するこ
とを目的に計画コーディネートとして補助金を交付した。

○北1西1街区再開発準備組合負担金等（2定補正）
　準備組合で実施する予定の事業計画素案の検討について地
権者として応分の負担金を措置した。

○西2丁目線地下通路施設詳細計画
　北1西1街区への重要な動線となる西2丁目線地下通路につい
て、都市計画決定に向け詳細計画を検討した。

○創世1.1.1区事業化検討コーディネート
　創世1.1.1区全体の将来のまちづくりの方向性を示した「創世
1.1.1区まちづくり指針」を、全地権者の総意により成案化するとと
もに、大通東1街区の事業化に向けた基礎的な検討を実施した。

○北1西1街区再開発準備組合負担金等
 　再開発準備組合において、23年度の都市計画提案に向け、施
設計画や事業計画等のより詳細な検討や都市計画や環境アセス
メント等に係る関係機関協議、地権者調整等に取り組んだ。ま
た、これら準備組合の活動に必要な経費について、地権者として
応分の負担金を措置した。



様　式　イ

18年度末
(現　　状)

19年度末
(実　　績)

20年度末
(実　　績)

21年度末
(実　　績)

項　　　　　　目 22年度末
(実　　績)

22年度末
(目　　標)

策定

達　成　目　標　の　状　況

創世1.1.1区街づくり指針の策定 検討 検討 検討

北1西1・大通東1再開発基本計画の策定 検討

策定
策定

（19年度）

策定
（19年度）

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
○北1西1街区については準備組合において都市計画決定に向けた具体的な計画検討を進める。
○また、創世1.1.1区全体（創世交流拠点）のまちづくりは、先行街区である北1西1街区の事業化に留まることなく、これに続く大通東1街
区の事業化及び北1西1街区の事業終了後の大通西1街区のあり方などについて、周辺地区の状況等をも勘案しながら、引き続き地区全
体のまちづくりを推進していく。

○創世1.1.1区全体の将来のまちづくりの方向性を示した「創世
1.1.1区まちづくり指針」を全地権者の総意により成案化することによ
り、今後の地区全体のまちづくりの整合性を確保する環境が整っ
た。
○北1西1街区では、再開発準備組合が設立され、都市計画決定に
向けた具体的な事業計画案や権利調整案を検討する体制が整っ
た。
○北１西1街区への重要な動線となる西２丁目線地下通路につい
て、具体的な検討を進めた結果、再開発事業とタイミングを合わせ
た都市計画決定に向けた環境が整った。
○これらの取り組みを進めた結果、23年度中には、対外的な行政手
続の第一弾となる環境アセスメントに係る方法書手続きを開始する
予定となっており、事業化判断に向けた検討が大詰めを迎える段階
まで事業が進捗する見込みである。

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり
（該当なし）

評    価　（　成　果　） 課    題
○各街区の事業化に際しては、創世1.1.1区全体のまちづくりの方
向性である「創世1.1.1区まちづくり指針」を踏まえつつ検討を進める
必要がある。
○北1西1街区の事業化検討に際しては、昨今の景気低迷により民
間活力が低下していること及び東日本大震災の影響により補助金の
見通しが不透明であることなどから、事業計画の十分な検討が必要
である。
○大通東1街区の事業化検討に際しては、創世1.1.1区全体のまち
づくりの方向性を示す「創世1.1.1区まちづくり指針」を踏まえ、街区
単位の一体的なまちづくり実現への気運を高めていく必要がある。

施策体系コード 5-3-1

市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）

事業名

　 [資金協力]（該当なし）
　 [人材協力]（該当なし）
　 [情報協力]（該当なし）
　 [その他の協力]　関係地権者（すべて法人）との協働による市街地再開発の手法により、都心に新たな魅力を創出するまちづくりを目指
して検討を進めている。

創世交流拠点整備事業（創世1.1.1区再開発事業）

■市民との連携、市民参加
　再開発事業の中核となる市民交流複合施設検討に際し、フォーラム、パブリックコメント等を通じ、市民や市内の文化芸術活動を行う団
体の意見把握を行った。

■企業等との連携・協働

平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ）
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実　績

平 成 23 年 度 第 ２ 次 札 幌 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ３ ）

111,210

117,982
10,000 89,210

（単位：千円）

施策体系コード

7,000

創世交流拠点整備事業（創世1.1.1区再開発事業）5-3-1 事業名

20,000 16,000

　（H19実績＋H20実績＋H21実績+H22実績） ／ （計画事業費） 207.0%
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《全体》
[19年度]　創世1.1.1区まちづくり指針については、当初19年度末までに策定予定だったが、地権者との協議により、20年度に策定とし
た。

[20年度]　創世1.1.1区まちづくり指針については、事業化検討の進捗に合わせ、平成21年度に成案化する予定となった。

［21年度］ 北1西1街区において再開発準備組合が設立されたことにより、地権者としての負担金を支出するとともに、準備組合における
検討を支援するため、補助金（計画コーディネート）を交付した。

［22年度］ 大通東1街区については、事業化に対する機運が高まらず、より詳細な検討にステップアップすることができなかった。
北1西1街区において、平成21年度に引き続き、再開発準備組合に対して、地権者としての負担金を支出した。


